
令和７年度 県内高校生等と連携した低利用食材の利用拡大推進業務 

企画提案コンペに係る参加仕様書 

 

１ 目的 

現在、県では、拡大する磯焼けの 1つの要因とされる植食性魚類を活用する「食べ

る環境対策」や獣害対策等で捕獲される野生獣をジビエとして活用する「いのちの有

効活用」を推進しているところです。 

しかしながら、こうした植食性魚類や捕獲獣の多くは利用率が低いことから、これ

らの低利用食材の背景にある地域課題への理解を促進して、地域資源として有効活用

することが求められています。 

そこで、県内高等学校や食関連事業者と連携し、高校生や事業者の斬新なアイデア

や豊富なネットワークを活かした新商品・メニュー開発やプロモーションを実施する

ことで、地域資源として活用促進を図るとともに、高校生に県内で働くことの魅力を

伝えます。 

 

２ 業務の内容 

（１）委託業務名 県内高校生等と連携した低利用食材の利用拡大推進業務 

（２）委託期間  契約締結の日から令和８年３月１９日（木）まで 

（３）仕様    別紙「業務仕様書」のとおり 

 

３ 契約上限額 

  ７，８０１，１２３円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

４ 参加条件 

  次に掲げる条件をすべて満たした者とする。 

（１）参加者資格 

・当該企画提案コンペに係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を 

得ない者でないこと。 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第 

３２条第１項各号に掲げる者でないこと。 

（２）最優秀提案者資格 

・三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を受けてい 

る期間中である者でないこと。 

・三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間中で 

ある者又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でないこと。 

・三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 

 

 



５ 質問の受付及び回答 

  本業務又は企画提案コンペに関し質問がある場合は、以下により質問をしてくだ

さい。 

（１）質問の受付期限 

令和７年４月２５日（金）１７時まで 

（２）質問方法 

ＦＡＸまたは電子メールにより、文書で以下の問い合わせ先まで送付するものと

する。その際、所属、氏名、連絡先を明記するとともに、質問の送信後、必ず電話

にて着信を確認すること。 

（３）質問の提出先 

   〒５１４－８５７０ 津市広明町１３番地 

三重県農林水産部フードイノベーション課 

イノベーション促進班（県庁６階） 

電話：０５９－２２４－２３９１   ＦＡＸ：０５９－２２４－２５２１ 

電子メール：f-innov@pref.mie.lg.jp 

（４）質問内容 

原則として、当該委託業務に係る条件や応募手続き等に関する事項に限るものと

し、他の事業者からの提案状況や企画、積算など内容等に関する質問は受け付けな

い。 

（５）回答方法 

受けた質問及びその回答については、令和７年４月２８日（月）１７時まで 

に、原則として県ホームページ内の次のページ配下に掲載します。 

   トップページ ＞ 県政・お知らせ情報 ＞ お知らせ情報 ＞ 企画提案コンペ等

情報（公告・結果） 

 

６ 参加資格確認申請書の提出 

本業務を受託しようとする者は、三重県に対し、この企画提案コンペへの参加資格

確認申請を行うこととする。 

（１）提出期限 

令和７年５月１日（木）１７時必着（期限厳守） 

（２）提出方法 

提出は電子メール、持参又は郵送によるものとし、郵送の場合は、郵便又は民間

事業者による信書便で送付すること。また、電話にて到着を確認すること。（ＦＡ

Ｘによる提出は受け付けないこととする。） 

（３）提出先 

   〒５１４－８５７０ 津市広明町１３番地  

三重県農林水産部フードイノベーション課 イノベーション促進班 

電子メール：f-innov@pref.mie.lg.jp 



（４）提出書類 

ア 企画提案コンペ参加資格確認申請書（第１号様式） 

イ 役員等に関する事項（第２号様式） 

ウ 企画提案コンペに関し、支店又は営業所等に権限が委任されている場合は、 

委任状（第３号様式） 

エ その他、上記アに記載の添付書類一式その他 

 

７ 参加資格確認結果の通知 

  三重県は、上記６の確認結果を、令和７年５月２０日（火）１７時までに、申請

者に対し電子メール又は電話により通知する。 

 

８ 企画提案資料の提出 

上記７により、参加資格があることの確認を受けた者は、以下により企画提案資料

を提出すること。 

（１）提出期間 

令和７年５月２８日（水）１２時必着 

（２）提出方法 

   持参又は郵送のいずれかで提出すること。（電子メール又は FAXによる提出は受

け付けない。） 

   持参の場合の受付は、三重県の開庁時間内に限ります。郵送の場合は、郵便又

は民間事業者による信書便で送付してください。また、提出先に電話し、到達確

認を行ってください。 

（３）提出先 

上記６（３）に同じ。 

（４）提出資料 

   下記のアからエまでを 1部とし、９部（正本１部、副本８部）提出すること。

原則Ａ４版、両面印刷（長辺側を綴じる）、文字サイズ１２ポイント以上。目次を

除き、両面３０ページ以内とする。 

ア 企画提案書（任意様式） 

    提案書は、業務仕様書４（２）委託内容の①～⑥の各事項に沿って、具体的

に記載すること。また、以下に示す内容を明記すること。 

（ア）コーディネーター等の選定 

 コーディネーターの略歴及びその選定理由 

 アドバイザー又は講師を選定する場合は、その略歴、役割、及びその選定

理由 

  （イ）講座及び現地見学会の企画 

 講座及び現地見学会の開催方法及び想定される効果 

（ウ）社会課題解決取組支援及び情報発信支援の内容 



 食植性魚類又は捕獲獣から１品を想定のうえ、高校生と食関連事業者との

連携により、新商品・メニューを開発するプロセスやスケジュール、支援

体制、開発する新商品・メニューのイメージ、高校生に提案する情報発信

手法を具体的に記載すること。 

（エ）プロモーションイベントでのＰＲの内容 

 大都市圏における展示商談会（ＢtoＢ）への出展について、展示商談会

名、出展日数、出展ブースの概要、バイヤー向け訴求手法等を明記するこ

と。 

 ＢtoＣイベントについて、想定するイベント会場、イベント開催日程、イ

ベントの企画内容、イベントの周知方法、消費者向け訴求手法等を明記す

ること。 

（オ）業務の実施にあたり、高校生に三重県で働く魅力を伝える工夫 

イ 見積書（任意様式） 

企画提案書に記載する内容をすべて実施するに際しての所要額を、内容や項 

目に分けて、できるだけ詳細に記載すること。 

見積書の正本において代表者印の押印を省略する場合は、見積書に発行責任

者・担当者それぞれの氏名・電話番号を記載すること。発行責任者と担当者は同

一でも可とする。 

また、見積価格は消費税及び地方消費税抜きの額（免税事業者にあっては、 

契約希望金額に 110分の 100を掛けた額）とすること。契約金額は、１円未満の

端数が生じたときはその端数を切り捨てるものとする。 

ウ 委託業務の執行体制（任意様式） 

   ・業務実施スケジュール（工程表） 

   ・業務実施体制、効率的で効果的な運営体制、法令順守に必要な体制、運営管

理体制等 

エ その他の資料（任意様式） 

   ・事業者の活動概要が分かる資料（法人の概要等） 

   ・提案の内容について、他者に対して優位であると思われる点 

   ・企画提案に関する有効な資料や、過去３年間、同様の契約実績がある場合

は、可能な限りその資料を添付すること。 

（５）注意事項 

   企画提案書の内容は、見積書に記載された見積価格で全て実現できるものとす

ること。 

 

９ 企画提案コンペの実施 

三重県は、上記８により提出された企画提案資料を「令和７年度県内高校生等と連

携した低利用食材の利用拡大推進業務企画提案コンペ選定委員会」（以下、「選定委員

会」という。）において審査のうえ、最優秀企画提案を選定し、その提案を提出した



者と委託契約を締結する。 

本企画提案コンペは、最優秀提案者を決定するために、業務における具体的な取 

組についての提案を求めるものであり、実際に委託契約を締結するにあたっては、 

県と最優秀提案者との協議により、詳細な事業内容を決定するものとする。 

なお、企画提案コンペの審査基準は以下のとおり。 

（１）企画提案コンペの審査項目 

ア 目的適合性 

・事業の趣旨を理解し、仕様書、事業目的に合致した提案となっているか。 

イ 企画性 

・商品の開発から展示商談会への出展まで、食関連事業者と高等学校との調整を

図りながら、トータルで事業をプロデユースできる適切なコーディネーター等

が選定されているか。 

・訴求力の高い商品の開発や効果的なプロモーション方法の企画、高校生に県内

で働く魅力を伝える工夫、低利用食材の活用促進及び消費者理解促進につなが

る工夫等が適格に講じられているなど、他社の提案とは異なる優位性、独自性が

認められるか。 

ウ 実現可能性 

・本業務を遂行するうえで、必要な知識や経験に基づくノウハウ、及び様々な 

事業者等とのネットワークを有しているなど、本事業を一貫して実施できるか。 

エ 業務遂行能力 

・スケジュールや実施体制等は的確で合理的かつ具体性があるか。 

・常に県との連絡調整ができるような体制を整えているか。 

・本事業の関係者と連携して事業を進める体制を整えているか。 

・本事業に類似する事業の契約実績があるか。 

オ 経済性 

・十分な効果が期待できる適正な見積もり、かつ費用対効果の高い内容となって 

いるか。 

（２）選定委員会でのプレゼンテーション 

企画提案資料の提出後、選定委員会においてプレゼンテーションを行い最優秀提

案者を選定するものとする。 

ア 日時 

令和７年６月４日（水）９時００分から順次 

イ 場所 

三重県津市栄町１丁目 891番地 三重県吉田山会館 303会議室 

ウ 内容 

プレゼンテーション 1５分、質疑１０分（予定） 

エ 方法 

提出済みの企画提案資料（紙）及び口頭での説明に限るものとする（プロジェク



ター、スクリーン、タブレット端末配布等による説明は不可）。 

オ 備考 

 提案者が多数の場合は、選定委員会で事前に書類審査を行い、書類審査通過者

を５者選定した上で、当該書類審査通過者によるプレゼンテーションを実施する。 

 提案者が多数の場合の書類審査の結果及びプレゼンテーションの時間割等に 

ついては、提案書を提出したすべての者に令和７年５月３０日（金）１７時までに

電子メール又はＦＡＸで連絡する。 

 

10 選定結果の通知 

三重県は、上記９の選定結果を、令和７年６月５日（木）１７時までに、提案した

すべての者に対し電子メール又は電話により通知する。 

 

11 最優秀提案者に提出を求める資料の内容 

  最優秀提案者に提出を求める資料は、以下のとおり。提出期限は別途指示する。 

（１）消費税及び地方消費税についての「納税証明書（その３ 未納税額のない証明用）

（有料）」（所管税務署が企画提案書提出期限の６ヶ月前まで発行したもの）の写し 

（２）三重県内に本支店または営業所等を有する事業者にあっては、｢納税確認書｣(三重

県の県税事務所が企画提案書提出期限の６ヶ月前までに発行したもの（無料）)の写

し 

（３）過去３年の間に当該契約と規模をほぼ同じくする契約を締結し、当該契約を履行

した実績の有無を示す証明書（該当する契約実績がある場合のみ） 

（４）三重県物件等電子調達システム利用者登録をしていない事業者又は共通債権者

（物件契約）登録をしていない事業者にあっては、「三重県財務会計システム共通

債権者（物件契約）登録申出書」 

 

12 契約方法に関する事項 

（１）契約条項は、三重県農林水産部フードイノベーション課において示す。 

（２）契約保証金は、契約金額の 100分の 10以上の額とする。ただし、会社更生法（平 

成 14年法律第 154号）第 17条の規定による更生手続開始の申し立てをしている者 

若しくは申し立てをされている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21 

条の規定による再生手続開始の申立てをしている者若しくは申立てをされている 

者（以下これらを「更生（再生）手続中の者」という。）のうち三重県建設工事等入 

札参加資格の再審査に係る認定を受けた者（会社更生法第 199条１項の更生計画の 

認可又は民事再生法第 174条１項の再生計画の認可が決定されるまでの者に限る。） 

が契約の相手方となるときは、納付する契約保証金の額は、契約金額の 100分の 30 

以上とする。 

また、三重県会計規則第 75条第４項各号のいずれかに該当する場合は、契約保証

金を免除する。ただし、三重県会計規則第 75条第４項第１号、第２号又は第４号に



該当するときを除き、更生（再生）手続中の者については、契約保証金を免除しな

い。 

（３）契約書は２通作成し、双方各１通を保有する。なお、契約金額は見積書に記載さ 

れた金額の 100分の 110に相当する金額とし、契約金額の表示は、消費税等を内書 

きで記載するものとする。（契約金額は、１円未満の端数が生じたときは、その 

端数を切り捨てるものとする。） 

（４）契約は、三重県農林水産部フードイノベーション課において行う。 

 

13 監督及び検査 

 契約条項の定めるところによる。 

 

14 契約代金の支払い方法、支払い場所及び支払い時期 

 契約条項の定めるところによる。 

 

15 見積及び契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

 

16 暴力団等排除措置要綱による契約の解除 

契約締結権者は、受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措

置要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づ

く落札資格停止措置を受けたときは、契約を解除することができるものとする。 

 

17 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受注者が契約の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等 

排除措置要綱」第７条の規定により、同要綱第２条に規定する暴力団、暴力団関係 

者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとす 

る。 

ア 断固として不当介入を拒否すること。 

イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

ウ 発注所属に報告すること。 

エ 契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不 

当介入を受けたことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそ 

れがある場合は、発注所属と協議を行うこと。 

（２）契約締結権者は、受注者が（１）イ又はウの義務を怠ったときは、「三重県の締結

する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件

関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じる。 

 

 



18 その他 

（１）企画提案に関する事項 

  ア 企画提案に要する費用は、各提案者の負担とします。 

  イ 企画提案書その他の提出資料は、返却しません。 

ウ 企画提案書その他の提出資料は、本県の内部で使用するものであり、提供者に

断りなく第三者への配布は行いません。ただし、三重県情報公開条例（平成 11年

三重県条例第 42 号）で定義する公文書となるため、開示請求の対象となります。

そのため、企業秘密等に該当し非開示とする必要がある箇所については、その旨

を記載してください。ただし、開示請求があった場合の開示・非開示の判断は、三

重県情報公開条例に基づき三重県が判断することとなります。 

（２）契約に関する事項 

  ア 原則として再委託は認めません。ただし、契約業務の一部を委託する場合につ

いて、三重県の承諾を得た場合はこの限りではありません。 

  イ 成果品の全ての著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 27 条及び第 28

条に規定する権利を含みます。）は、成果品の引渡しをもって三重県に譲渡される

ものとします。 

  ウ 委託料は、委託業務が完了し、三重県の検査に合格した後に支払うことを原則

とします。 

 エ 委託を受けた事務に従事している者若しくは従事していた者等に対して、個人

情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）に罰則規定があるので留意し

てください。 

（３）企画提案コンペへの参加又は企画提案の無効要件 

   次のいずれかに該当するときは、その者の参加及び提案は無効とします。 

  ア 本コンペに参加する資格のない者が提案したとき。 

  イ 提案者が同一事項の企画提案コンペに対し２以上の見積をしたとき。 

  ウ 提案者が他人の提案の代理をしたとき。 

  エ 提案に際して談合等の不正があったとき。 

  オ 提案書類が、提出期限を過ぎて提出されたとき。 

  カ 見積書に記載された見積価格（消費税及び地方消費税を抜いた額）の 100分の

110に相当する金額が契約上限額を超えているとき。 

  キ その他三重県があらかじめ指示した事項に違反したとき及び提案者に求めら

れる義務を履行しなかったとき。 

（４）この参加仕様書に定めのない事項については、三重県会計規則の定めるところに

よるものとします（三重県会計規則は、三重県ホームページの「三重県法規集」に

掲載しています）。 

 

 

 



19 連絡先（担当部局） 

〒５１４－８５７０ 三重県津市広明町１３番地 

三重県農林水産部 フードイノベーション課 イノベーション促進班 

電話：０５９－２２４－２３９１  ＦＡＸ：０５９－２２４－２５２１  

電子メール： f-innov@pref.mie.lg.jp    担当：原、北村 


